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１. はじめに 

現行の先発明主義においては、たとえば、審査段階で本願クレーム発明と同一の先行技

術の存在が明らかになった場合、実際の米国出願日ではなく発明日を証拠として先に発明

したことを立証することが可能です。なお、米国は 1994 年 12 月 2 日に特許法第 104 条

が改正され、WTO加盟国であればその発明活動を証拠として先発明を立証することができ

るようになりました。先発明を立証するための証拠として最も効果的なツールとして実験

ノート（Laboratory Notebook）が知られ活用されています。 

 

ところで、2011年 9月 16日に成立した AIA（America Invents Act）の規定の中で最

も関心がもたれているものの一つが、「先願主義（先発表主義）」への制度変更です（発効

日： 2013年 3月 16日）。 

現行の先発明主義下では、先発明の決定はインターフィアランス手続により行われます。

これに対し、先発表主義下では、米国改正特許法第 135条に規定の『冒認手続（Derivation 

Proceedings）』によって真の発明者（冒認出願か否か）が決定されます。 

 

先願主義下の冒認手続において、実験ノートが依然として有用なツールとして機能する

ことについて以下に説明します。 

 

【全５頁】 

 

AIA下における実験ノートの有用性 


